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概要：RC 躯体の頂版施工の生産性向上を目的として，支保工や配筋，型枠作業の省力化が可能な複合ハーフ

プレキャスト部材の開発を行っている。本部材を分割して架設する場合に必要となる主鋼材の継手として，

突起付き鋼板と補強筋を用いた継手構造を考案した。そして，継手構造における仕様をパラメータとした 3

体の梁試験体に対する載荷実験によって，同継手構造の性能について検証した。その結果，継手区間におけ

る主鋼材では表面の突起によってコンクリートとの付着を確保でき，補強筋を介して応力を伝達できること

が確認された。また，その性能を既往の付着強度算定式を用いて，安全側に評価できる可能性を示した。 
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1. はじめに 

ボックスカルバートなどの RC 躯体の頂版の支保工，

配筋および型枠作業を省力化することを目的として，鋼

コンクリート複合ハーフプレキャスト部材（以下，複合

HPCa 部材）の開発を進めている。同部材は，主鉄筋を代

替する主鋼材やせん断補強鉄筋などを溶接して組み立て

た鋼材ユニットと，型枠を代替する PCa 版から構成され

る（図－1）。これまでの検討で，鋼材ユニットと PCa 版

が一体となってコンクリート打込み時の荷重に抵抗し，

支保工を省略可能な剛性を確保していること，コンクリ

ート硬化後は鋼材ユニットを補強材とした鋼コンクリー

ト複合部材（以下，SRC 部材）として頂版に必要な構造

性能を満足できることを確認している 1)。 

既往の検討では，壁や柱で支持される頂版の支間内に

おいて，複合 HPCa 部材を部材軸方向に分割せずに施工

することを想定していた。一方，現場の施工条件や頂版

の諸元によっては，部材の運搬・架設時における重量や

長さの制約から，複合 HPCa 部材を部材軸方向に分割し

て施工する方が望ましいケースもある。その際には，連

結する SRC 部材間の主鋼材同士の応力を伝達するため

に，図－2 に示すような主鋼材の継手が必要となるが，

従来のボルトによる摩擦接合や，溶接などの構造同士の

継手方法では，施工性や品質の確保，コスト等における

課題があった。そこで本研究では，複合 HPCa 部材にお

ける主鋼材を対象として，安価で施工性に配慮した継手

構造を考案し，同継手を有する SRC 梁部材の曲げ実験に

よりその性能を検証した。 

 

2. 主鋼材継手構造の考案 

2.1 従来の継手構造の課題と考案した継手構造の概要 

鋼材の継手には一般的に摩擦接合継手と溶接継手が用

いられる。これらの継手構造は，品質や施工性が施工環

境や建設技能者の技能に大きく影響される上，品質確保

のための管理項目も多く，適用においては工程やコスト

が課題となることが多い。また，複合 HPCa 部材では，

PCa 版の上に複数の主鋼材が上下左右に並列されており，

継手部周辺において十分な作業空間を確保することが難

しい.これらのことから，現場での作業性にも配慮した継

手構造とする必要があった。 

以上の課題に対して，異形鉄筋を継手部の補強筋とし

て用いた新たな鋼材継手構造を考案した。図－3 に考案

した継手構造の概要，図－4 にその応力伝達機構を示す。

本継手構造は，先組みした異形鉄筋（継手用鉄筋かご）

を，主鋼材の継手部に跨がるように設置することで，主

鋼材とコンクリート，コンクリートと鉄筋の付着を介し

て主鋼材の応力を伝達させようとするものである。継手

用鉄筋かごは，鋼材同士の応力を伝達させる鉄筋（継手

 

図－1 複合 HPCa 部材

 

図－2 分割施工のイメージ 
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用鉄筋）と組立て筋から構成され，部材高さ方向および

幅方向に継手用鉄筋が複数本配置されている。継手用鉄

筋かごを主鋼材間に設置するだけで，複数の主鋼材の継

手部を構築できることから，継手部に要する現場作業を

大幅に削減することが可能である。また，継手用鉄筋か

ごには通常の異形鉄筋のみを用いており，鉄筋に特別な

加工を要さないことから，継手部に要するコストも抑え

ることができると考えた。 

継手用鉄筋の径や本数は，継手用鉄筋のみを補強材と

して考慮した RC 断面の曲げ耐力が，主鋼材を補強材と

して考慮した SC 断面の曲げ耐力を上回るよう，複合構

造標準示方書 2)およびコンクリート標準示方書 3)に基づ

いた断面計算により設定した。本継手構造における継手

長は，主鋼材の規格降伏強度に相当する力を付着により

伝達するために必要な主鋼材および継手用鉄筋の定着長

のうち，大きい方の値を用いて設定した（図－4）。一般

に，鋼材の付着強度は鉄筋よりも小さく 2)，鋼材側で定

着長が決定することから，本継手構造では主鋼材の表面

に突起を設けることで，鋼材の付着強度を向上させるこ

ととした。主鋼材の定着長の設定に関する詳細は次節に

て説明する。継手用鉄筋の必要定着長は，コンクリート

標準示方書 3)に基づく基本定着長により算出することと

し，同定着長を低減する際には，その端部に半円形フッ

クや機械式定着体を設けることとした。 

 

2.2 主鋼材の必要定着長の算出方法 

主鋼材の必要定着長は，主鋼材の軸方向に生じると想

定される力を，主鋼材に突起を設けた面の周長に付着強

度を乗じた値で除すことで算出した。主鋼材の付着強度

の設定には，薗田ら 4)の突起付き鋼板の付着強度式を適

用することとした。薗田らは，式(1)に示す突起部の支圧

破壊で決まる付着強度と，式(2)に示す突起部のせん断破

壊で決まる付着強度の算定式を提案しており，両式の算

出結果の小さい値を突起付き鋼板の付着強度としている。 
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ここで，𝜏௕：突起部の支圧破壊で決まる付着強度

(N/mm2)，𝜏௦：突起間のせん断破壊で決まる付着強度

(N/mm2)，𝜎:付着面に与える側圧(N/mm2)，𝑓௖：コンクリー

ト圧縮強度(N/mm2)，𝑚：支圧面積比，𝜆：せん断面積比，

𝑛：突起数，ℎ௥：突起高さ (mm) (≦3.5mm)， 𝑠௥：突起間

隔(mm)，𝐿：定着長(mm)である。 

式(1)，(2)に示す通り，薗田らの付着強度式は，鋼板に

作用する側圧すなわち拘束圧を考慮した形になっている。

一方，鉄筋の基本定着長の算定式 3)では，配力筋などの

横方向鉄筋の配筋量に応じて，定着長が低減される。こ

れは，鉄筋周辺に発生する付着割裂ひび割れの拡大を横

方向鉄筋が拘束する効果を考慮したものであり，その効

果は突起を設けた鋼板においても期待できる可能性があ

る。そこで，複合 HPCa 部材の主鋼材の上下に配置され

る配力筋が主鋼材に与える拘束圧を以下のように仮定し，

配力筋が横方向鉄筋として主鋼材の付着強度を向上させ

る効果を設定した上で，薗田式による鋼材の付着強度の

算定を試みた。 

図－5 に配力筋が主鋼材に与える拘束圧の概念図を示

す。主鋼材が付着破壊する際には，その軸方向に沿った

付着割裂ひび割れが拡大することで，配力筋には引張力

が生じると考えられる。この反力が主鋼材の側面に作用

 

図－3 考案した継手構造の概要 

 

図－4 主鋼材と継手用鉄筋の応力伝達機構 

 

図－5 配力筋による拘束効果の概念図 

主鋼材：突起付き鋼板

継⼿⽤鉄筋：異形鉄筋
定着⻑

継⼿⻑
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することで拘束圧が生じると仮定し，拘束圧𝜎௟௦を式(3)に

よって算出する。拘束圧を受ける面積𝐴௖௢௡௙は，配力筋の

配置間隔内における主鋼材の両側面と仮定して式(4)に

より算出し，配力筋に発生する引張力を算出するための

ひずみ𝜀௦はある一定値を仮定することとした。 

 

𝜎௟௦ ൌ
𝐸௦ ∙ 𝜀௦ ∙ 𝐴௦
𝐴௖௢௡௙

 (3) 

𝐴௖௢௡௙ ൌ 2 ∙ ℎ ∙ 𝑐 (4) 

 

ここで，𝐸௦:配力筋のヤング係数(N/mm2)，𝐴௦:配力筋 1 本

の断面積(mm2)，𝐴௖௢௡௙:拘束圧を受ける面積(mm2)，ℎ:鋼材

高さ(mm)，𝑐:配力筋間隔(mm)である。 

 

3. 継手構造を有する SRC 梁の載荷実験 

3.1 実験概要 

考案した継手構造の性能と，前述した主鋼材の付着強

度の設定方法の妥当性を検証するため，配力筋の配筋量

と継手長をパラメータとした 3 体の SRC 梁部材に対し

て曲げ載荷実験を実施した。 

表－1 に各実験ケースにおける継手部の突起付き鋼材

の諸元と前述の考え方で評価した付着強度，表－2 およ

び表－3 に鋼材とコンクリートの材料試験結果の一覧を

示す。試験体（No.1）の概要を図－6 に示す。 

試験体寸法は断面高さ 560mm，断面幅 740mmであり，

大型開削トンネルにおける頂版への適用を想定した複合

HPCa 部材を 2/5 相当に縮小したものである。部材上下の

主鋼材には，継手区間内に高さ 3mm，幅 6mm の突起を

溶接ビードで形成した鋼板（SM490Y）を使用し，部材幅

方向に 3 列配置した。鋼板の板厚は 12mm であり，下側

主鋼材は高さ 65mm，上側主鋼材は高さ 45mm とした。

No.1 試験体は，配力筋を配置せず，同鉄筋による拘束圧

𝜎௟௦が生じないようにした試験体である。No.2，No.3 試験

体は，継手区間内に配力筋を配置して主鋼材の付着強度

を高めることで，その定着長を短縮した試験体であり，

No.2 では SD345 D10 を 100mm 間隔，No.3 では SD345 

D13 を 60mm 間隔で配置した（図－7）。No.2 の配力筋量

は，実構造物と同等になるように設定し，No.3 では主鋼

材の定着長を No.1 の約 1/2 とすることが可能な量として

設定した。各試験体の定着長は，主鋼材に発生する引張

応力が 300N/mm2 に到達した際に主鋼材が付着破壊する

ことを想定して，式(1)～(4)に基づいて算出した。ここで，

図－6 試験体の概要（No.1） 

A-A断面図

B-B断面図

平面図

側面図 単位：mm

表－1 継手区間における突起付き鋼材の仕様と付着強度の計算値 

No. 
突起高さ 
ℎ௥ (mm) 

突起幅 
𝑏௥ (mm) 

コンクリート強度 
𝐹௖ (N/mm2) 

拘束圧 
𝜎 (N/mm2) 

付着強度 
𝜏 (N/mm2) 

継手長 
(mm) 

1 
3 6 30 

0 2.67 1360 
2 0.51 3.81 946 
3 1.53 5.39 678 

 

表－2 主鋼材と継手用鉄筋の断面積と材料試験結果 

材料 
断面積 
(mm2) 

ヤング係数 
(kN/mm2) 

降伏強度 
(N/mm2) 

主鋼材 780 211 391 
継手用鉄筋 126.7 187 350 
配力筋 D10 71.33 186 364 
配力筋 D13 126.7 188 390 

 

表－3 実験時材齢のコンクリート材料試験結果 

No. 
ヤング係数 
(kN/mm2) 

圧縮強度 
(N/mm2) 

引張強度 
(N/mm2) 

1 30.0 35.6 3.11 
2 30.4 36.3 2.85 
3 30.2 34.2 2.97 
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主鋼材が最大付着強度に到達する際の配力筋ひずみ𝜀௦は

500と仮定し，配力筋の弾性係数には材料試験結果を用

いた。 

継手用鉄筋かごは SD345 D13 の継手用鉄筋と SD345 

D10 の組立て筋を用いて組み立てた。主鋼材による SC

断面と継手用鉄筋による RC 断面の曲げ耐力を同等とす

るため，1 組の引張主鋼材の応力を継手用鉄筋 6 本，1 組

の圧縮鋼材の応力を継手用鉄筋 4 本で伝達するものとし，

各鋼材の両側面に継手用鉄筋を部材高さ方向に複数段配

置した。継手用鉄筋は圧接でフープ状に加工したもの，

もしくは両端にフックを設けたものを使用した。 

載荷方法は，せん断スパン長さを 1250mm，等曲げ区

間長さを 1600mm とした 4 点曲げ載荷とした。主鋼材に

発生する引張応力が道路橋示方書 5)に基づく許容応力度

（210N/mm2）となる荷重 P210 で 3 回繰返し載荷し，主鋼

材に発生する応力が付着破壊を想定した 300N/mm2 とな

る継手破壊荷重 P300 で試験体の損傷状態を確認して以降

は終局まで単調載荷を実施した。 

計測は，載荷荷重をロードセルで，変形を変位計で行

った。鋼材表面に設置したひずみゲージで，主鋼材と継

手用鉄筋，および配力筋のひずみを計測した。 

 

3.2 実験結果 

(1) 破壊モードと最大耐力 

図－8 に荷重と支間中央変位の関係を示す。図中には，

連続した主鋼材による SC 断面を対象とし，主鋼材の降

伏後の弾性係数を初期弾性係数の 1/100 としたファイバ

ーモデル解析の結果を黒破線で示す。図－9 には継手破

壊荷重 P300 到達時の各試験体のひび割れ発生状況を示す。

いずれのケースも，P210 の繰返し載荷中に変位の増加や

継手部の損傷が拡大する様子は確認されず，許容荷重レ

ベルにおける継手部の健全性が確認された。継手破壊荷

重 P300 に到達した後も継手部に損傷が局所化することな

く安定した曲げ挙動を示し，荷重 580kN 付近で主鋼材，

継手用鉄筋ともに降伏した。その後，No.1 試験体では載

荷点付近に発生した曲げひび割れが拡大し，等曲げ区間

内のコンクリートが圧壊することで荷重が低下した。

No.2，No.3 では載荷装置のキャパシティにより載荷を終

了した。 

各試験体の結果を比較すると，主鋼材降伏前の段階で

は顕著な差異は確認されなかったものの，継手長が短く

なるにつれて主鋼材降伏後の曲げ剛性が小さく，ひび割

れ本数も少なくなる傾向が認められた。今回の実験では，

継手区間外の主鋼材には付着強度を高めるための突起を

設けていない。そのため，継手長が短い試験体の場合，

等曲げ区間内における突起を設けていない主鋼材の範囲

が大きくなり，付着強度が低い箇所で曲げひび割れが局

所化したものと考えられる。さらに，継手端部から載荷

点までの区間は継手区間よりも相対的な鋼材量が少ない

ため，試験体の応力が大きくなることでひび割れ幅が拡

 

図－7 No.2,No,3 試験体の継手部  

 

 

図－8 荷重－支間中央変位 

 

 
図－9 各試験体のひび割れ発生状況(P300) 
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大した可能性がある。なお，ファイバーモデル解析結果

との比較では，No.3 が最も近似する結果となった。今回

実施したファイバーモデル解析では，継手区間において

主鋼材のみをモデル化しているため，等曲げ区間内にお

ける継手区間が最も短い No.3 が解析結果と近似したも

のと思われる。 

ひび割れ発生荷重および P210 載荷後に等曲げ区間で確

認された主たるひび割れにπ型変位計を設置してひび割

れ幅を計測した。コンクリート示方書 3)の曲げひび割れ

幅の設計応答値算定式に基づいた主鋼材応力が

300N/mm2 となるときの曲げひび割れ幅の計算値は継手

用鉄筋断面で 0.48mm，主鋼材断面で 0.80mm であった。

なお，主鋼材断面での計算では，主鋼材の図心位置に断

面積が等価な鉄筋を配置した条件で算定した。また，主

鋼材の表面形状による付着への影響は異形鉄筋よりも小

さいことを考慮し，普通丸鋼と同様として考え，異形鉄

筋を用いた場合のひび割れ幅算定値の 1.3 倍として計算

した。鋼材のかぶりはいずれも芯かぶりを用いた。これ

らの算定値に対し，P300 到達時のひび割れ幅は No.1 にお

いて，0.20~0.45mm であった。No.2，No.3 で計測したひ

び割れ幅は，図－9 中の青色で囲った載荷点付近の継手

区間外のひび割れにおいて，示方書式による算定値より

も大きくなる傾向がみられ，No.2 で 1.18mm，No.3 で

1.26mm であった。これは前述のように，今回の実験では

継手性能に着目するため主鋼材の継手区間外に突起を設

けなかったことに起因すると考えられる。一方で，支間

中央や継手区間内に発生したひび割れ幅は最大で

0.85mm であった。なお，載荷終了まで，設計で想定した

主鋼材の付着割裂ひび割れは目視では確認できなかった。

また，実験で計測されたひび割れ幅と計算値の比較から，

本継手は継手用鉄筋の存在により SC 断面よりもひび割

れの分散性が向上することがわかった。 

(2) 主鉄筋・継手用鉄筋の応力分布 

図－10 に各試験体の継手区間における主鋼材および

継手用鉄筋のひずみ分布を示す。ひずみは，断面中央に

配置した下側主鋼材の下面に設置したひずみゲージの計

測値である。実線は P300 到達時，破線は主鋼材降伏荷重

到達時のひずみ分布であり，緑色の線は継手端部の位置

を示す。No.1 試験体では，主鋼材のひずみが継手中央に

向かって減少する一方で，継手用鉄筋のひずみは増加し

ていることから，コンクリートとの付着を介して主鋼材

と継手用鉄筋間で応力が伝達されていたことが確認され

た。主鋼材の降伏強度相当の荷重到達時点においても上

記と同様なひずみ分布を示し，主鋼材，継手用鉄筋とも

に端部のひずみは小さいことから，同荷重レベルにおい

ても応力伝達性能を保持していたと評価できる。 

また，配力筋を増やして継手部における拘束を高めて

継手長を短くした No.2，3 試験体では，応力の伝達に伴

うひずみ分布の勾配が大きくなったものの，主鋼材降伏

荷重到達時でも，主鋼材と継手用鉄筋の端部のひずみが

増えることは無く，応力伝達性能を保持していたと評価

できる。 

(3) 付着応力と拘束圧の関係 

図－11 に主鋼材の引張応力と平均付着応力の関係を

示す。引張応力は主鋼材下面の継手端部に設置したひず

みゲージの計測値にヤング係数を乗じて算出したもので

あり，図中には材料試験による降伏強度以下となる範囲

のデータを示している。平均付着応力は主鋼材の下面に

配置したひずみゲージのうち，継手端部と継手中央部の

2 点の測定値の差分に主鋼材のヤング係数と断面積を乗

じて算出した値を 2 点間の鋼材の周面積で除すことによ

(a)No.1 

(b)No.2 

(c)No.3 

図－10 継手部のひずみ分布 
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って算出した。また，同図には点線で各ケースのコンク

リート設計強度(=30N/mm2)を用いて薗田式 4)によって算

定した設計付着強度も示す。また，表-4 に荷重 P300 時の

平均付着応力と実験で計測できた範囲での最大付着応力，

および配力筋の発生ひずみを 500μと仮定して式(1)～(4)

で算定した付着強度算定値を示す。最大付着応力はコン

クリートの実験時の強度を用いて算定した値に対して

10～30％程度，高いことが確認できる。これらの結果か

ら，本実験の範囲においては，突起付鋼板の付着強度を，

配力筋による拘束圧を前述のように仮定した上で薗田式

によって安全側に設定できる可能性が示唆された。 

次に，No.2，No.3 における配力筋ひずみの計測結果に

基づいて，配力筋の拘束効果について考察する。図－12

に荷重と配力筋ひずみの関係を示す。配力筋ひずみは図

－7 に示す位置で計測し，ここではひずみが最も大きく

なった継手端部の試験体側面で計測した結果を示す。両

試験体ともに，荷重 200kN 付近から配力筋のひずみが増

加を始め，No.3 の方が増加の度合いが大きいことがわか

る。No.3 では，荷重 400kN を超えた時点でひずみの増加

がさらに大きくなっていることから，同時点で付着割裂

ひび割れが配力筋の周囲に生じ始めたと推察される。

P300 時点の配力筋ひずみは No.2 で 63μ，No.3 で 293μで

あり，試験体の設計で拘束圧を設定した際に仮定したひ

ずみ 500μを下回った。前述のように付着強度は，薗田

式 4)による計算値よりも大きかったが，配力筋による拘

束効果は，想定よりも低かったことになる。配力筋によ

る拘束効果が想定よりも低いにも拘わらず，計算値以上

の付着強度が確保できた要因としては，試験体の設計に

おいて見込んでいなかった主鋼材周辺のコンクリートに

よる拘束等による影響が考えられる。 

 

4. まとめ 

本研究では，複合 HPCa 部材の主鋼材を対象とした継

手用鉄筋を用いた継手構造を考案し，同継手構造を有す

る SRC 梁試験体の曲げ載荷実験によりその性能を検証

した。得られた知見を以下に示す。 

(1) 考案した継手構造は，コンクリートとの付着を介し

て主鋼材と継手用鉄筋間の応力が伝達されること

で，主鋼材同士の応力を伝達することができる。 
(2) 考案した継手構造において，継手周囲に配置した配

力筋が付着割裂ひび割れに抵抗する様子が確認さ

れ，配力筋の拘束効果を見込んで継手長を低減でき

る可能性がある。 
(3) 配力筋による拘束効果を本論文で述べた方法で仮

定した上で，薗田らが提案する突起付き鋼板の付着

強度算定式に適用することで，考案した継手構造の

継手長を安全側に設定できる可能性がある。 
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図－11 主鋼材の引張応力－平均付着応力関係 

 

表－4 付着強度の実験値と計算値の比較 

付着強度(N/mm2) No.1 No.2 No.3 

付着強度算定値 
（コンクリート実強度） 

3.17 4.37 5.92 

最大付着強度 3.55 5.33 7.54 

実験値/算定値 1.12 1.22 1.27 

 

 

図－12 荷重－配力筋ひずみ関係 
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